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2026 年8月5日 

各 位 

会 社 名 日本製紙株式会社 

代表者名 代表取締役社長 瀬邊 明 

 （コード：3863、東証プライム市場） 

問合せ先 Opal社支援室長 髙山 礼外 

 （TEL．03－6665－1005） 

 

 

当社海外連結子会社Opal社における製袋事業譲渡に関するお知らせ 

 

当社は、連結子会社Paper Australia Pty Ltd（以下、Opal社）の製袋事業（以下、本事業）について、企

業の事業売却に特化した米国のファミリーオフィスであるThe Magan Groupの関係会社であるA.C.N. 700 735 

575 Pty Ltd(以下、買手)に事業譲渡すること（以下、本事業譲渡）を本日決定しましたのでお知らせします。 

 

記 

 

１．事業譲渡の理由 

当社は、2026年5月28日公表の中期経営計画2030において「B/S(バランスシート)の最適化」「構造改革の

断行」「収益性の向上」を基本戦略として掲げ、資本効率の向上と持続的な成長に向けた取り組みを進めてい

ます。 

Opal 社の改革は「構造改革の断行」における重要施策の一つであり、Opal 社では早期黒字化に向けて、豪

州・ニュージーランドにおける段ボール原紙製造・加工の一貫事業（以下、段ボール一貫事業）に経営資源を

集中させる方針です。 

このような状況において、非中核事業である本事業について、この度買手との間で本事業譲渡に合意しまし

た。 

今後も Opal 社においては、事業の選択と集中という改革の基本方針に基づき、段ボール一貫事業への経営

資源の集中を進めます。 

当社は、Opal 社の改革を含め、引き続き中期経営計画 2030 に掲げた諸施策に取り組み、当社グループの企

業価値向上を実現してまいります。 

 

２．本事業の概要 

(1) 連結子会社の概要 

名称 Paper Australia Pty Ltd 

所在地 Building 1, 572 Swan Street, Burnley Victoria 3121 

Australia 

代表者の役職・氏名 CEO 長浦 善文 

事業内容 板紙、クラフト紙、段ボール、紙器、紙製袋の製造販売 

資本金 2,534 百万豪ドル 

連結売上高 1,754 百万豪ドル(2025年 12月期) 

設立 1993 年9月 

(2) 本事業の概要 

① 事業の内容：食品(粉乳、小麦粉等)や工業(ｾﾒﾝﾄ等)用途の重袋、砂糖等の紙袋、小売用紙

袋の製造、販売 
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② 経営成績（2025 年 12月期）  

売上高：54.5百万豪ドル、事業利益：▲8.3百万豪ドル 

 

 

３．事業譲渡先の概要 

 

（１） 名 称 A.C.N. 700 735 575 Pty Ltd 

（２） 所 在 地 37 Jennings Street, Matraville NSW 2036 

（３） 代表者の役職・氏名 Trung Nghia That Ton, Director 

（４） 事 業 内 容 本事業譲渡のために設立された特別目的会社 

（５） 資 本 金 100豪ドル 

（６） 設 立 年 月 日 2026 年7月27日 

（７） 大株主及び持株比率 Thomastown International Inc 100% (The Magan Groupの関係会社) 

（８） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません 

人 的 関 係 該当事項はありません 

取 引 関 係 該当事項はありません 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません 

 

 

４．日 程 

（１） 決 定 日 2026 年8月5日 

（２） 契 約 締 結 日 2026 年8月5日 

（３） 事 業 譲 渡 日 2026 年9月1日（予定） 

 

５．業績に与える影響 

本事業譲渡にかかる損失は、2027年３月期において約60億円を特別損失へ計上する見込みです。なお、損

失額はあくまで現時点での試算であり、今後の決算手続により変動する可能性があります。 

 

 
 

以 上 


